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平成 26 年度「介護給付費実態調査」の結果 
 

厚生労働省では、このたび、平成 26 年度「介護給付費実態調査」の結果を取りまとめまし

たので公表します。 

「介護給付費実態調査」は、介護サービスの給付費の状況を把握し、介護保険制度の円滑

な運営と政策の立案に必要な基礎資料を得ることを目的として行っています。 

調査の範囲は、各都道府県の国民健康保険団体連合会が審査したすべての介護給付費明細

書と給付管理票を対象としています。なお、福祉用具購入費、住宅改修費など市区町村が直

接支払う費用（償還払い）は含みません。 

今回公表する結果は、毎月公表している月報のうち、平成 26 年５月審査分から平成 27 年

４月審査分（原則、サービス提供月の翌月が審査月）を年度報として取りまとめたものです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細は、別添概況をご覧ください。 

 

【調査結果のポイント】 
  
○ 介護予防サービス及び介護サービスの受給者の状況 
(表１・表２－１(３頁)、表２－２(４頁)) 

 
・年間実受給者数(※)    588万 3,000人 （対前年度比  22万2,500人（3.9%）の増加） 

介護予防サービス    151万 1,000人 （  同     8万  500人（5.6%）の増加） 

介護サービス        470万 9,600人 （  同    15万6,000人（3.4%）の増加） 
 

※ 平成26年４月から翌年３月の１年間において、一度でも介護予防サービス又は 

介護サービスを受給した者の数であり、同一人が２回以上受給した場合は１人と 

して計上している。ただし、当該期間中に被保険者番号の変更があった場合は別 

受給者として計上している。 
  
○ 都道府県別にみた受給者１人当たり費用額（平成27年４月審査分）の高い都道府県 
(図３(８頁)) 

 
＜介護予防サービス＞       ＜介護サービス＞ 

 
１ 福井県 44.0千円      １ 沖縄県 212.4千円 

２ 沖縄県 43.9千円      ２ 石川県 205.4千円 

３ 鳥取県 43.8千円      ３ 鳥取県 204.9千円 
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